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令和 4年度予算見積調書(2月補正予算) 課室名:

説明事業

財務課
担当名: 財産管理担当、施設整備担当

内線: 6646 (単位：千円)
会計

B10 県立学校施設耐震化事業 一般会
計

教育費 教育総
務費

項
教育財産管理
費

県立学校大規模改修費
番号 事業名

事 業
期 間

平成24年度～ 根 拠
法 令

なし

款

針路 01
令和 6年度 分野施策 0102

１　事業の概要 ５　事業説明
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　頻発する巨大地震から生徒の安心安全を確保するため
、生徒が日常的に利用する県立学校施設の耐震化を実施
する。
　また、大阪府北部地震において発生したコンクリート
ブロック塀の倒壊事故を受け、コンクリートブロック塀
の安全対策を行う。

　ア　県立学校施設耐震化事業　  　△812,423千円
　　　工事請負費が見込を下回ったこと等による減
　イ　ブロック塀耐震対策事業　　　 △54,061千円
　　　工事請負費が見込を下回ったこと等による減

（１）事業内容
　　ア　県立学校施設耐震化事業　  　　　　　　　　　　　　　　　　2,138,110千円
　　　(ｱ)　部室棟　　　　耐震診断・設計　　　　　　　　　　　　　　 290,873千円
　　　(ｲ)　部室棟　　　　耐震補強工事　　　　　　　　　　　　　　　 904,985千円
　　  (ｳ)  食堂兼合宿所　耐震補強工事　　　　　　　　　　　　　　　 942,252千円
　　イ　ブロック塀耐震対策事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　107,300千円
　　　(ｱ)　改修　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 107,300千円

（２）事業計画
 　 　生徒が日常的に利用する県立学校施設の耐震化を実施する。
　　　また、コンクリートブロック塀の安全対策を行う。
　　ア　令和4年度
   　 (ｱ)　部室棟　耐震診断　13校14棟、耐震設計　30校37棟、耐震工事　15校15棟
      (ｲ)  食堂兼合宿所　耐震補強工事　8校8棟
     （ｳ） コンクリートブロック塀　改修　21校

（３）事業効果
　　  生徒・避難者の安全の確保
　　ア　令和3年度
　　　(ｱ)　部室棟　耐震診断　11校16棟、耐震設計　17校17棟
　　　(ｲ)　記念館・生徒ホール等　耐震補強工事　2校2棟　改築工事　2校2棟
　　　(ｳ)　体育館、食堂兼合宿所　耐震設計　10校10棟、耐震補強工事　1校1棟
　　　(ｴ)　コンクリートブロック塀　設計　4校、改修　15校
　　　(ｵ)　実験実習棟　増改築工事　1校1棟

（４）補正予算の概要
　　ア　県立学校施設耐震化事業：工事請負費が見込を下回ったこと等による減
　　イ　ブロック塀耐震対策事業：工事請負費が見込を下回ったこと等による減

２　事業主体及び負担区分
　(県10/10)

３　地方財政措置の状況
　緊急防災・減災事業債（1,324,000千円）の元利償還
金の70％が後年度基準財政需要額に算入される。

４　事業費に係る人件費、組織の新設、改廃及び増員
　9,500千円×0.6人＝5,700千円

予算額
財　　源　　内　　訳

一般財源
補正後の
予算額県　債

決定額 △866,484 △864,000

現計額 2,245,410 2,188,000 57,410

― 教育局 10 ―

災害・危機に強い埼玉の構築

△2,484 1,378,926

大地震に備えたまちづくり



 

事業名

単位事業名 予算額 △ 54,061千円

　
（単位：千円）

節 補正予算額 対前年度増減額

工事請負費 △54,061 ― 見込みを下回ったことによる県立学校7校の工事費の減

合計 △54,061 ―

単位事業名 予算額 △ 812,423千円

　
（単位：千円）

節 補正予算額 対前年度増減額

旅費 △160 ― 節約等による普通旅費の減

需用費 △158 ― 節約等による消耗品費、燃料費、印刷製本費の減

役務費 △8 ― 節約等による通信運搬費の減

委託料 △109,355 ― 見込みを下回ったことによる設計費の減

工事請負費 △702,742 ― 見込みを下回ったことによる県立学校23校の工事費の減

合計 △812,423 ―

事業内訳書

県立学校施設耐震化事業

ブロック塀耐震対策事業

主な内容

県立学校施設耐震化事業

主な内容


